
























材輩出地としてプレゼンスが高まることが期待される (United Nations 2013)。 






























表 1. 業種の分類 
1 電気・電子・情報機器、同関連部品 16 外食・流通 
2 光学・精密機器 17 情報・通信・コンテンツ 
3 検査・医療用機器 18 その他サービス業 
4 その他機械 19 資源・エネルギー 
5 自動車 20 建設・設備・プラント・エンジニアリング 
6 自動車部品、その他輸送用機器 21 総合商社 
7 鉄鋼・金属・非鉄金属 22 専門・中堅商社 
8 化学 23 中古車販売 
9 医薬品 24 運輸・物流サービス 
10 製紙・建材・ガラス・セメント 25 金融サービス 
11 繊維・衣料・皮革 26 旅行代理店 
12 食品・飲料 27 メディア・広告 
13 その他製造業 28 アフリカ特定製品輸入 
14 花卉 29 日本人によるアフリカでの起業 























































来る（図 3，4）。その一方で、図 1B で
見られるように、業者数としては頭打ち












進策も一定の成果を顕しているように見える。本稿においては TICAD VI 以前時点でのデータを基に
 























（2） 同事業の採択案件および実施報告書は JETRO の WEB ページで公開されている
（https://www.jetro.go.jp/services/african_business.html, 2018年 10月アクセス）。 
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